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福山市がけ地近接等危険住宅移転事業補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、がけ地の崩壊等による危険から住民の生命の安全の確保を図るため、

社会資本整備総合交付金交付要綱（平成２２年３月２６日付け国官会第２３１７号国土

交通事務次官通知。以下「交付金要綱」という。）及び広島県がけ地近接等危険住宅移転

事業補助金交付要綱に基づき、危険住宅の移転を行う者（住宅金融支援機構又は一般の金

融機関（以下「金融機関等」という。）の親族住居用住宅のための貸付けを受けて親族の

居住する危険住宅の移転を行う者を含む。以下同じ。）に対し、予算の範囲内において補

助金を交付することについて、福山市補助金交付規則（昭和４１年規則第１７号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか必要な事項を定めるものとする。 

 （用語の定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の意義は、交付金要綱において使用する用語の例

による。 

 （補助金交付の対象等） 

第３条 補助金の交付の対象となる経費等は、別表第１のとおりとする。 

２ 次に掲げる事業は、補助対象外とする。 

(1) 現に居住の用に供していない危険住宅の移転 

(2) 土砂災害警戒区域への移転 

 （補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、福山市がけ地近

接等危険住宅移転事業補助金交付申請書（別記様式第１号）に別表第２に掲げる書類を添

えて、市長に提出しなければならない。ただし、本人同意に基づく個人情報の目的外利用

により必要な情報を収集できる等の理由で市長が添付を不要と認めた場合は、当該書類

の一部の添付を省略することができる。 

２ 申請者は、前項の補助金の交付の申請に当たって、当該補助金に係る消費税法（昭和６

３年法律第１０８号）の規定による消費税及び地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の

規定による地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消

費税相当額のうち、仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に

地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額を補助対象経費の消費税等相当額に対する

補助額の消費税等相当額の割合を乗じて得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」

という。）を減額して申請しなければならない。ただし、申請時において消費税等仕入控

除税額が明らかでないものについては、この限りではない。 

 （補助対象者） 

第４条の２ 補助の対象とする者は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。 
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 (1) 市税の滞納がない者 

(1) 福山市暴力団排除条例（平成２４年条例第１０号）第２条第３号に規定する暴力団 

員等でない者 

 （条件の承諾） 

第４条の３ 申請者は、危険住宅の敷地の所有者である場合、次に掲げる条件を承諾し、遵

守しなければならない。危険住宅の敷地の所有者でない場合、危険住宅の敷地の所有者か

ら次に掲げる条件を承諾し、遵守することの同意を得なければならない。 

(1) 危険住宅の除却後、危険住宅移転事業跡地に住居の用に供する建築等をしないこと。 

(2) 広島県がけ地近接等危険住宅移転事業補助金交付要綱第１０条の規定により、福山 

市が当該跡地に同要綱別記様式第１４号による標識（以下「標識」という。）を設置する

ことについて承諾すること。 

(3) 標識の設置場所については、敷地内の見易い場所となるよう、福山市と協議するこ

と。 

(4) 標識を設置する土地の部分については、無償で福山市に貸与すること。 

(5) 標識は、事業完了後１０年以上設置するものとし、当該期間経過後に撤去する際は、

予め福山市と協議し、承諾を得ること。また、撤去費用については、福山市は負担しな

いものとすること。 

 （交付の決定） 

第５条 市長は、補助金の交付を決定したときは、福山市がけ地近接等危険住宅移転事業補

助金交付決定通知書（別記様式第３号）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、補助金を交付しないことを決定したときは、福山市がけ地近接等危険住宅移転

事業補助金不交付決定通知書（別記様式第４号）により申請者に通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の補助金の交付決定に当たって、補助金の交付の目的を達成するための

必要な条件を付することができる。 

 （変更申請等） 

第６条 前条第１項の規定による決定の通知を受けた者（以下｢移転実施者｣という。）が当

該決定を受けた事業の内容等を変更しようとするときは、速やかに福山市がけ地近接等

危険住宅移転事業変更承認申請書（別記様式第５号）に変更事項を記載のうえ、市長に提

出し承認を受けなければならない。 

２ 移転実施者は、前条第１項の規定による決定を受けた事業（前項の規定による承認があ

った場合は、当該承認を受けた変更後のもの。以下「交付決定事業」という。）を中止し、

又は廃止しようとするときは、速やかに福山市がけ地近接等危険住宅移転事業取りやめ

届（別記様式第６号）により、市長に届け出なければならない。 

３ 市長は、第１項の補助金の変更承認に当たって、補助金の交付の目的を達成するための

必要な条件を付することができる。 
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 （事業着手届等） 

第７条 移転実施者は、交付決定事業に着手しようとするときは、事業着手届（別記様式第

７号）を市長に提出しなければならない。 

２ 移転実施者は、前項の規定による事業着手届に付した工期内に交付決定事業が完了す

ることが困難となった場合は、遅滞なくその事由を付して市長に報告しその指示を受け

なければならない。 

 （事業実施報告） 

第８条 移転実施者は、交付決定事業が完了したときは、移転事業の完了の日から３０日以

内又は補助金の交付決定を受けた日の属する年度の２月末までのいずれか早い日までに、

福山市がけ地近接等危険住宅移転事業実績報告書（別記様式第８号）に別表第３に掲げる

書類を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 前項の実績報告書を提出しようとする者のうち、第４条第２項ただし書の規定により

申請した者は、補助金の交付決定額について、消費税仕入控除税額が明らかとした上で、

消費税仕入控除税額を補助金の交付決定額から減額して報告しなければならない。 

 （補助金の額の確定） 

第９条 市長は、前条の規定による報告書が提出されたときは、報告書の内容の審査及び現

地調査等を行い、交付決定事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件

に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、福山市がけ地近接等危険住

宅移転事業補助金額確定通知書（別記様式第１０号）により移転実施者に通知するものと

する。 

 （補助金の請求） 

第１０条 前条の規定による通知を受けた移転実施者は、福山市がけ地近接等危険住宅移

転事業補助金交付請求書（別記様式第１１号）を市長に提出し、補助金の請求をするもの

とする。 

 （交付決定の取消等） 

第１１条 市長は、移転実施者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決

定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 (1) この要綱、規則及び補助金の交付の決定に付した条件に違反したとき。 

 (2) この要綱に基づき市長に提出した書類に偽りの記載があったとき。 

 (3) 金融機関等の貸付けの取消しがあったとき。 

 (4) 補助金を他の用途に使用したとき。 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、市長が補助金を交付することが不適切であると認めた

とき。 

２ 前項の規定は、交付決定事業について第９条の規定による交付すべき補助金の額の確

定があった後においても適用する。 
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３ 市長は、第１項の規定により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消したときは、

福山市がけ地近接等危険住宅移転事業補助金交付決定（一部・全部）取消通知書（別記様

式第１２号）により移転実施者に通知するものとする。 

 （返還命令） 

第１２条 市長は、前条の規定により、既に交付した補助金に係る補助金の交付の決定の全

部又は一部を取り消したときは、福山市がけ地近接等危険住宅移転事業補助金返還命

令書（別記様式第１３号）により補助金の返還を命じるものとする。 

 （指導監督） 

第１３条 市長は、移転実施者に対し、交付決定事業に関する報告を求め、必要に応じて指

示を行い、交付決定事業の実施について、職員に必要な検査をさせることができる。 

   附 則 

 この要綱は、昭和５０年４月１日から施行し、昭和５０年度の事業分から適用する。 

 この要綱は、昭和５１年４月１日から施行し、昭和５１年度の事業分から適用する。 

 この要綱は、昭和５２年４月１日から施行し、昭和５２年度の事業分から適用する。 

 この要綱は、昭和５５年４月１日から施行し、昭和５５年度の事業分から適用する。 

 この要綱は、昭和５６年４月１日から施行し、昭和５６年度の事業分から適用する。 

 この要綱は、昭和５８年７月１日から施行し、昭和５８年度の事業分から適用する。 

 この要綱は、昭和５９年７月１日から施行し、昭和５９年度の事業分から適用する。 

 この要綱は、昭和６２年８月１日から施行し、昭和６２年度の事業分から適用する。 

 この要綱は、昭和６３年７月１日から施行し、昭和６３年度の事業分から適用する。 

 この要綱は、平成元年７月１日から施行し、平成元年度の事業分から適用する。 

 この要綱は、平成３年５月１日から施行し、平成３年度の事業分から適用する。 

 この要綱は、平成４年８月１日から施行し、平成４年度の事業分から適用する。 

 この要綱は、平成６年７月１日から施行し、平成６年度の事業分から適用する。 

 この要綱は、平成９年５月１日から施行し、平成９年度の事業分から適用する。 

 この要綱は、平成１０年４月８日から施行し、平成１０年度の事業分から適用する。 

 この要綱は、平成１２年４月１日から施行し、平成１２年度の事業分から適用する。 

 この要綱は、平成１６年５月１日から施行し、平成１６年度の事業分から適用する。 

 この要綱は、平成２１年６月２４日から施行し、平成２１年度の事業分から適用する。 

 この要綱は、平成２６年１０月１日から施行し、平成２６年度の事業分から適用する。 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行し、平成３１年度の事業分から適用する。 

 この要綱は、令和元年１０月１日から施行し、令和元年度の事業分から適用する。 

 この要綱は、令和元年１１月２７日から施行し、令和元年度の事業分から適用する。 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行し、令和６年度の事業分から適用する。 

この要綱は、令和７年４月１日から施行し、令和７年度の事業分から適用する。 
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別表第１（第３条関係） 

経費区分 補助限度額 補助事業の内容 

移
転
に
要
す
る
経
費 

危険住宅の除却等に要

する経費 

（除却等費） 

危険住宅の除却に要する費

用については、１戸当たり

国が定める住宅局所管事業

に係る標準建設費等により

算出した除却工事費を限度

とし、その他除却等に要す

る費用（動産移転費等）に

ついては１戸当たり９７５

千円を限度とする。※１ 

移転を行う者に対して危険

住宅の除却等に要する費用

を補助する。 

危険住宅に代わる住宅

の建設（購入を含む。）

及び改修に要する経費 

（建物助成費） 

１戸当たり４，２１０千円

（建物３，２５０千円、土

地９６０千円）を限度とす

る。ただし、特殊土壌地帯、

地震防災対策強化地域、保

全人家１０戸未満の急傾斜

地崩壊危険区域及び出水に

よる災害危険区域について

は、１戸当たり７，３１８

千円（建物４，６５０千円、

土地２，０６０千円、敷地

造成６０８千円）を限度と

する。※１※２ 

移転を行う者に対して、危

険住宅に代わる住宅の建設

または購入（土地の取得を

含む。）をするために要する

資金を金融機関等から借入

れた場合において、当該借

入額利子（年利率８．５％

を限度とする。）に相当する

額の費用を補助する。 

※１ 補助金の交付額に１，０００円未満の端数が生じたときは、その端数は切り捨てるも

のとする 

※２ 「都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第７条第１項に規定する市街化調整区域

であって、浸水想定区域（水防法（昭和２４年法律第１９３号）第１４条第１項若し

くは第２項に規定する洪水浸水想定区域又は同法第１４条の３第１項に規定する高

潮浸水想定区域における浸水想定高さ３ｍ以上の区域に限る。）に該当する区域」に

おける住宅の新築は、原則として支援対象外とする。 

  



6 

 

別表第２（第４条関係） 

 書類名 

除却等費 建物 

助成費 
除却 

工事費 

動産 

移転費等 

（１） 
危険住宅の付近見取図、配置図、各階平面

図、現況外観写真等 
〇 

（２） 
危険住宅に係る建築確認通知書の写し、そ

の他当該住宅の建築年月日が分かるもの 
〇 

（３） 
住民票の写し、その他危険住宅への居住の

実態が証明できるもの 
〇 

（４） 危険住宅の除却等に要する費用の見積書 〇 〇 － 

（５） 資金計画書（別記様式第２号） 〇 

（６） 
危険住宅及びその敷地に係る登記事項証明

書、その他同等と認められる書類 
〇 

（７） 暴力団等に該当する者ではない旨の誓約書 〇 

（８） 市税完納証明書 〇 

（９） 危険住宅に代わる住宅の付近見取図 〇 

（１０） 
危険住宅に代わる住宅の配置図及び各階平

面図 
－ － 〇 

（１１） 
危険住宅に代わる住宅の建設、購入及び改

修に要する費用の見積書 
－ － 〇 

（１２） 
金融機関等が作成した借入利子相当額の計

算表 
－ － 〇 

（１３） 消費税仕入税額控除確認書 〇 

（１４） 補助条件の承諾に関する誓約書 〇 

（１５） その他市長が必要と認めるもの 〇 
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別表第３（第８条関係） 

 

書類名 

除却等費 建物 

助成費 
除却 

工事費 

動産 

移転費等 

（１） 
危険住宅を除却したことが分かる写真 

（施工前及び施工後） 
〇 

（２） 危険住宅の除却等に係る契約書の写し 〇 〇 － 

（３） 
危険住宅の除却等に要した経費の請求書及

び領収書の写し 
〇 〇 － 

（４） 
危険住宅に代わる住宅の建設、購入及び改

修に係る契約書の写し 
－ － 〇 

（５） 
危険住宅に代わる住宅の建設、購入及び改

修に要した経費の請求書及び領収書の写し 
－ － 〇 

（６） 
移転事業に係る資金調達書 

（別記様式第９号） 
〇 

（７） 

危険住宅に代わる住宅の建設、購入及び改

修に要する資金を借入れた金融機関等との

融資契約書等の写し又はこれに代わる証明

書及び当該機関より建物、土地、敷地造成の

費目ごとに作成された借入金相当額の計算

表 

－ － 〇 

（８） 清算設計書（費用の内訳が分かるもの） 〇 

（９） 
住民票の写し、その他危険住宅に代わる住

宅への居住の実態が証明できるもの 
〇 

（１０） 

危険住宅に代わる住宅及びその敷地の登記

事項証明書、その他同等と認められる書類

（実績報告日の３カ月以内に交付されたも

のに限る。） 

－ － 〇 

（１１） 

危険住宅に代わる住宅の建築基準法（昭和

２５年法律第２０１号）第７条第５項に基

づく検査済証の写し、その他同等と認めら

れる書類 

－ － 〇 
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（１２） 

危険住宅に代わる住宅の工事写真 

（施工前、施工中及び施工後） 

（新築する場合に限る。） 

－ － 〇 

（１３） その他市長が必要と認めるもの 〇 
 


